













and the labor productivity
村　田　　　治 　
The purpose of this paper is to take a general view of the effect
of human capital on the labor productivity in Japan. To do so, we
survey previous empirical research for the effect of human capital on
the labor productivity in Japan. In the view of production function, the
problem is whether human capital has an effect on the productivity as
the factor of production or through the R&D and TFP. Particularly,
we survey the effectiveness of tertiary education and adult education on
the labor productivity. Moreover, we give the new point of view about
the relationship the education of mathematics or science and the labor
productivity.
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1) OECD Stat. のデータによる。
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5) 精確には 1.06%である。また、バブル崩壊後の平均伸び率は 1.38%となっている。
6) 2016 年は 21 位であった。
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第 2 図　時間当たり労働生産性の国際比較（2017 年）





Y = AKαL1−α (1)
ここで、Y は GDP、あるいは生産量、Aは TFP（全要素生産性）、K は資本
ストック、Lは労働投入量である7)。ここで、両辺を Lで割ると、時間当たり
の労働生産性




∆(Y/L)/(Y/L) = ∆A/A + α∆(K/L)/(K/L) (3)













TFP 無形資産 革新的資産 
経済的競争力












川・滝澤・金（2010、p.8）では computerized information を「コンピュータ化された情報」
と訳されている。
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よう。Lucas R.（1988）、Mankiew, Romer and Weil（1992）のモデルのよ
うに、人的資本が生産要素として組み込まれている場合、コッブ=ダグラス型
生産関数は以下のように表される10)。
Y = AKαHβL1−α−β (4)
ここで、Y は GDP、あるいは生産量、Aは TFP、K は物的資本ストック、H
は人的資本ストック、Lは労働投入量である11)。ここで、両辺を Lで割ると、
時間当たりの労働生産性は













11) 労働投入量 L は 人数 × 時間 で測られている。





Y = AKαL1−α (7)
∆A/A = λH/L (8)
さらに、(7)(8)式から













14) (8) 式では、Ha and Howitt（2007）、Madsen（2008）、Ang and Madsen（2011）等の
実証研究の成果に従って、second -generation R&D-based endogenous growth model、
中でも、Schumpeterian model の定式化を用いている。この定式化以外には、同じく、second-


































L = w1L1 + w2L2 + w3L3 + w4L4 (12)













0.188 × log K+
(4.09)
　
0.855 × log L (13)
R2 = 0.997 DW = 1.29

















0.0150 × Year +
(4.54)
　
0.188 × log K+
(3.60)
　
0.902 × log L (14)
R2 = 0.997 DW = 1.47
この推計結果を基に、根本（2013）は、就業者の学歴構成を 2000年実績に固定




























19) ただし、資本ストック K は稼働率、労働力指標 L は労働時間で調整されている。
20) また、GDP 成長率は 2000～2009 年の間、平均約 0.3%ポイント低下することが明らかにさ
れている。



















ここで、高等教育を修了した場合の能力を hT、高等教育修了者数を LT と
すると、高等教育修了レベルの人的資本ストック H は
H = hT LT (17)
で示される。(17)式を (4)式に代入して整理すると、






22) 労働生産性は 100 万円/人、高等教育修了者比率は%で示されている。また、係数の下の括弧
内の数値は t 値である。
23) これら以外に、森川（2017）においては、企業レベルのデータを用いて TFP と従業員の大学
卒業比率の間にはプラスの関係があり、大学卒業比率が 1%高いと TFP が 0.18%高いとの結
果を導いている。
24) 人的資本の水準を代理指標としているので、生産関数 (10) 式ではなく、(7)(8) 式から導かれ
る次式を推計することも可能である。
　　 ∆Y/Y = λH/L + α∆K/K + (1 − α)∆/L/L
また、上式を推計することは、人的資本が全要素生産性に影響を与える内生的成長モデルを推計
することを意味している。























0.424 × log(高等教育修了者比率) (19)
R2 = 0.970
同様に、高等教育修了者比率（対人口）と労働生産性の関係を OECD加盟国
の 2017年のデータを用いて表したのが第 5図であり、この関係を OLSで推
計したのが (20)式である28)。
26) 相関係数は 0.982 と極めて 1 に近い値となっている。
27) 本来は生産関数 (18) 式を推計すべきであるが、本稿では高等教育修了者比率と労働生産性の関
係に関心があるので、(19) 式のような推計を行っている。また、係数の下の括弧内の数値は t
値である。
28) OECD 加盟 27 ヵ国のデータに基づいている。また、(20) 式の係数の下の括弧内の数値は t
値である。
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log賃金 = α + β大学院ダミー+ γ1年経験年数















log賃金 = β0 + β1大学院ダミー+ β2経験年数+ β3(経験年数)2
+β4男性ダミー+ β4年ダミー+ ε (23)
その結果、大学院卒の賃金プレミアムは平均で 29.5%であり、産業別に見ると、
教育・学習支援 24.5%、製造業 27.7%、サービス業 28.2%、医療・福祉 42.7%、























37) OECD 加盟 27 ヵ国のデータに基づいている。























log(∆y/y) = α1 log(y0) + α2Dummy × log(y0) + β log(INV )
+γ log(GN) + ε1GE + ε2Dummy × GE (25)
ここで、∆y/y は一人当たり GDP成長率、y0 は GDPの初期水準、Dummy
は東アジアダミー、INV は投資比率、GN は人口成長率+技術進歩率+資本
減耗率、GE は GDPに占める政府教育支出の割合である。推計結果から、初



























41) OECD 加盟 30 ヵ国のデータに基づいており、両者の相関係数は 0.760 と極めて高い値になっ
ている。また、2012 年のデータでも同じ結果が得られている。これに関しては、村田（2016、
図 4）を参照されたい。


















Y = A(HL)α、0 < α < 1 (27)
H = H(e) = h1e
β + h0、h1 > 0、h0 > 0 (28)




し、高等教育への一人当たり公的支出 g を考慮した家計の行動を (29)式のよ
うに定式化している。
Max e











44) 例えば、わが国の大学生の約 8 割が私立大学で学んでいることからも理解できよう。
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45) OECD 加盟 30 ヵ国の 2015 年のデータに基づいて描かれている。




































Q, ) + ε
Q
t (32)

















∆log(yi,t) = log(yi,t) − log(yi,17) = β∆Xi,t + γTi,17 + ui,t (33)
ただし、∆log(yi,t)は平成 17年度と比べた生産性上昇率、Xi,tは time invariant






























log(LP )it = α + β log(Training)it + γ log(Tangible)it
+ δPartit + λjt + ηi + εit (35)
log(Wage)it = α + β log(Training)it + γ log(Tangible)it
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log Yi = αq + βq log Xi + Σδq log Zij + εi (37)























55) 対象国は EU 加盟国 24 カ国とトルコである。企業の教育訓練参加率については eurostat の
Non-formal education and training - job-related and sponsored by the employer の
データを、時間当たり労働生産性については、OECD stat. のデータを用いている。
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57) 日本企業には、最も重要な 4 つ目の「獲得能力の活用」の視点がないため、MBA 修了者の処
遇がなされていないと指摘されている。
— 127 —

























t+2) = log C
y
t + δ log(1 − λt)
+ β1 log C
m
t+1 + β2(1 − q) log Cot+2 (39)
ここで、Cyt、Cmt+1、Cot+2 は、それぞれ、t期に生まれた若年世代の t期の消
58) また、企業の Off-JT 投資の減少も労働生産性伸び率鈍化の要因として挙げている。
59) 非正規雇用の増加が資本装備率低下に結びつくメカニズムは次のように考えられている。






費、中年世代の t + 1期の消費、引退世代の t + 2期の消費を表し、βi は割引
因子を表している。また、δ log(1− λt)は t期に生まれた世代が、若年期の総
労働時間の一定割合 λt を高等教育に回した残りの (1− λt)から発生する効用
を表している。また、q は各個人が引退期までに死亡する確率であり、引退期
の期首に生存する確率は (1 − q)と表される。
さらに、若年世代は親世代の人的資本の一定割合 γ を基礎教育として受け
継ぎ、γht の人的資本を有していると仮定されている。さらに、受け継がれた
人的資本 ht は高等教育 λt とリカレント教育 εt+1 の増加関数 φ(λt, εt+1)に
よって増えると仮定されており、人的資本の動学方程式は (40)式で表される。






確認しておこう。第 10図には、EU加盟の 21ヵ国の 25歳～64歳の成人教











62) 具体的には、φ(λt, εt+1) 関数の形状による分析が行われている。
63) Formal education and training（学校教育）は大学などの教育機関で提供され体系的・計画
的な教育であるが、Non-formal education and training（ノン・フォーマル教育）は学校教
育以外のセミナー、講演会や OJT、Off-JT などを含む多様な教育を意味する。リカレント教
育（成人教育）は、この Formal education and training と Non-formal education and
training の二つから構成されている。
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経済学論究第 73 巻第 3 号
第 12 図　中等教育段階での理数教育と特許出願のメカニズム
中学時代の理数科の授業時間数 → 高校時代の物理と数学の得意度 



















だし、西村・宮本・八木（2017）では、WIPO statistics database の総特許出願件数の数値
を用いている。






















ま、第 i順位の能力（学力スコア）を hi で表し、hi の能力を持っている労働
者数を Li とすると、第 i順位の能力に関する人的資本ストック Hi は








70) Hanushek and Wossmann（2008、p.608）参照。
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∆A/A = λhA (46)
を得る。
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出典：OECD Stat. より筆者が作成　
73) OECD 主要 20 か国のデータを用いている。
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出典：OECD Stat. より筆者が作成　
生産性に反映されるタイムラグを考慮したためである。Hanushek and Wossmann（2008）
の分析では、1960～2000 年の一人当たり GDP の平均経済成長率を被説明変数とし、教育制
度が不変であることを前提に、説明変数としては、1960 年の一人当たり GDP、国際的な学力
テストの合成指標等が用いられている。
75) 理科のスコアと TFP 成長率の間にも同様の関係が観察される。
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中等教育段階での理数教育 → 理系の高等教育人材 → 理系の研究者






















76) PISA の 2015 年調査結果によると、理科（science）のスコアは OECD 加盟国で第 1 位（参
加国 70 ヵ国では第 2 位）、数学（mathematics）のスコアは OECD 加盟国で第 1 位（参加
国 70 ヵ国では第 5 位）である。
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